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※個人情報に注意して回覧すること　
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　　　代表取締役　　　　　　　　　　㊞

休　業　通　知　書

あなたは、就業規則の定めにより休業となりますので、下記の通り通知します。
記
1． 休業事由
業務外の疾病により労務の提供ができないため。

【該当条項：第　　条　　項　　号】
2． 休業期間
平成　　年　　月　　日（　） から平成　　年　　月　　日（　）まで

【内訳】年次有給休暇　平成　　年　　月　　日から　　月　　日まで　　日間


　　　　　休　　　業　平成　　年　　月　　日から　　月　　日まで　　日間

なお、休業期間は、最長で　　年　　ヶ月です。
【該当条項：第　　条　　項　　号】
病気欠勤　　平成　　年　　月　　日まで（　　年　　ヶ月）

休　　職　　平成　　年　　月　　日まで（　　年　　ヶ月）

　

　　　　※　今回の休業期間を終えてもなお休業が必要と主治医が診断し、休業の延長を申し出るときは、再度、その旨を記した主治医の診断書を添えて、様式１「休業申出書」を提出してください。

3． 休業期間中は、少なくとも月１回以上、経過を会社に報告してください。

4． 平成　　年　　月　　日以降は給料が不支給になりますが、あなたが負担する社会保険料と住民税は毎月発生しますので、今後は指定の額を毎月　　日までに持ってきてください。体調が悪いなどやむを得ないときは、振り込みでも構いません。

なお、平成　　年　　月　　日以降は、健康保険から傷病手当金が支給されます。

その手続きについては、平成　　年　　月　　日以降に、傷病手当金請求書類とともに説明します。

5． 休業期間満了日までに主治医により、通常の職務に復帰できる状態になったと診断された場合は、その旨を証する医師による「復職診断書（様式３－２）」を添えて「復職申出書（様式３－３）」を会社に提出し、承認を得てください。この場合、本人が出社して提出することになります。
なお、別紙｢職場復帰支援の大まかな流れ｣の通り、「主治医が職場復帰可能と診断」を行なった後、すぐに職場復帰が可能となるわけではありません。効果的な職場復帰支援を行うためにも、休業期間満了日の　　ヶ月くらい前の回復を目指して、療養に専念してください。

6． 休業期間が満了しても傷病が治癒せず、復職できない場合、休業期間満了日の翌日をもって自然退職となります。【該当条項：第　　条　　項　　号】
以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

上記内容の説明を受けました。異議はありませんので受理いたします。
平成 　　 年 　　 月 　　 日 （ 　 ）　
（署名）　　　　　　　　　　㊞　
様式2
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